
資料１ 

動物の愛護及び管理に関する法律改正の概要 

 

 

公布 平成 17 年 6 月 26 日 

施行 平成 18 年 6 月 1 日 

 

１ 基本指針及び動物愛護管理推進計画の策定 

国が基本指針を定め、都道府県は指針に即して推進計画を策定 

 

２ 動物取扱業の適正化 

(1) 登録制の導入 

(2) 動物取扱責任者の選任及び研修の義務付け 

(3) 動物取扱業の範囲の見直し（インターネット販売等施設を持たないものを追加） 

 

３ 特定動物の飼養規制の全国一律化と個体識別措置 

(1) 条例による規制から法による全国一律の規制に（許可制） 

(2) マイクロチップ等による個体識別措置の義務付け（届出制） 

 

４ 動物を科学上の利用に供する場合の配慮 

「苦痛の緩和(Refinement)」 に「使用数の削減(Reduction)」 と「代替法の検

討(Replacement)」 を加え、３R の原則を明記 

 

５ その他 

(1) 学校、地域、家庭等での普及啓発 

(2) 動物由来感染症の予防についての所有者の責務 

(3) 罰則の強化（動物の虐待等 30 万円以下から 50 万円以下へ） 



動物愛護管理行政関係法令及び対象動物の関係 

 
哺乳類 

 
鳥類 

 
爬虫類 

両生類 
魚類 
節足動物 
その他 

 
植物 

特定外来生物法 

○ 犬、猫、牛、馬、豚、 

めん羊、やぎ、いえうさぎ 

にわとり、あひる、いえばと 

○ 人が占有している哺乳類、

鳥類、爬虫類に属する動物 

タイワンザル 
アライグマ 
タイワンリス 

 

カミツキガメ 
グリーンアノール 

キョクトウサソリ 
オオクチバス 
ブルーギル 

ライオン 
 
 
 
ニホンザル 
ツキノワクマ 

イヌワシ 
 
コンドル 
ヒクイドリ 

ワニ  

 

ソウシチョウ等 

鳥獣保護法 

鳥獣保護法の飼養許可が必要 
動
物
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護
管
理
法
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生物種の指定 

輸入、飼育の規制 

計画的防除 

野生の哺乳類、鳥類 

捕獲、飼育の規制 

狩猟鳥獣の指定 

特定動物 

愛護動物 虐待・遺棄等の罰則の対象 

飼育されている動物 

動物取扱業は哺乳類、鳥類、爬虫類
を取り扱うものが対象 

動物愛護管理法 

飼い主のいない猫等 


